
(1)部局別予算（一般会計） （単位：千円）

当　初 当　初
(A) (B)

総 合 企 画 部 12,765,683 2.5% 8,077,052 1.7% 4,688,631 158.0%

総 務 部 150,458,378 29.7% 137,089,756 28.9% 13,368,622 109.8%

危 機 管 理 部 3,573,492 0.7% 3,063,066 0.6% 510,426 116.7%

健 康 政 策 部 39,056,829 7.7% 38,759,603 8.2% 297,226 100.8%

子ども・福祉政策部 41,884,817 8.3% 40,292,100 8.5% 1,592,717 104.0%

文 化 生 活 部 16,325,532 3.2% 15,271,638 3.2% 1,053,894 106.9%

産 業 振 興 推 進 部 4,751,310 0.9% 3,577,063 0.8% 1,174,247 132.8%

商 工 労 働 部 8,839,916 1.7% 8,111,047 1.7% 728,869 109.0%

観光振興スポーツ部 4,179,785 0.8% 4,229,037 0.9% △ 49,252 98.8%

農 業 振 興 部 15,772,873 3.1% 15,409,222 3.3% 363,651 102.4%

林 業 振 興 ・ 環 境 部 16,900,655 3.3% 15,615,914 3.3% 1,284,741 108.2%

水 産 振 興 部 4,270,940 0.8% 4,309,154 0.9% △ 38,214 99.1%

土 木 部 73,795,307 14.6% 71,757,682 15.1% 2,037,625 102.8%

会 計 管 理 局 1,277,437 0.3% 1,170,794 0.2% 106,643 109.1%

教 育 委 員 会 89,031,136 17.6% 83,327,441 17.6% 5,703,695 106.8%

公 安 委 員 会 22,711,009 4.5% 22,612,002 4.8% 99,007 100.4%

議 会 事 務 局 1,113,102 0.2% 1,075,281 0.2% 37,821 103.5%

各 種 委 員 会 等 389,261 0.1% 380,151 0.1% 9,110 102.4%

507,097,462 100.0% 474,128,003 100.0% 32,969,459 107.0%

令和８年度　当初予算
令和８年４月１日現在

計

部　局　別

令和８年度 令和７年度 比較

構成比 構成比
増減額
(A)-(B)

対前年度比
(A)/(B)



（２）農業振興部課別予算

農業振興部（一般会計） （単位：千円）

一般財源

(国) 1,343,871 

(負) 33,900 

(使) 1,414 

(入) 441 

(諸) 304 

(債) 14,400 

(国) 634,466 

(使) 10,524 

(手) 404 

(財) 28,984 

(入) 1,201 

(諸) 1,267 

(国) 1,150 

(諸) 82 

(国) 232,632 

(使) 114 

(手) 260 

(財) 16,864 

(諸) 56,383 

(債) 6,800 

(国) 1,205,675 

(負) 5,000 

(諸) 33,278 

(国) 278,510 

(諸) 328 

(債) 11,600 

(国) 757,508 

(使) 68 

(手) 20,216 

(財) 72,744 

(諸) 9,315 

(債) 855,600 

(国) 2,015,445 

(分) 14,500 

(負) 278,256 

(使) 31 

(入) 34,000 

(諸) 320 

(債) 1,001,400 

(国) 6,469,257 

(分) 14,500 

(負) 317,156 

(使) 12,151 

(手) 20,880 

(財) 118,592 

(入) 35,642 

(諸) 101,277 

① (債) 1,889,800 

令和８年度実質当初予算ベース（①+②）

経営体育成基盤整備事業費 851,235 17,417,038 

県営農業水路等長寿命化事業費 118,000

団体営農業水路等長寿命化事業費 190,000 令和７年度実質当初予算ベース　③

団体営農村整備事業費 21,930 16,745,213

団体営農村地域防災減災事業費 6,000

地すべり防止事業費 5,375 対前年度比率（①＋②）/③

県営ため池等整備事業費 565,567 104.0%

かんがい排水事業費 149,850

団体営農業水路等長寿命化事業費 4,075

県営ため池等整備事業費 145

経営体育成基盤整備事業費 ▲263,540

県営農業水路等長寿命化事業費 ▲4,462

地すべり防止事業費 ▲10

計 1,644,165 ②

特別会計 （単位：千円）

一般財源

(入) 6,120 

(越) 2,034 

(諸) 1,303 

左　の　財　源　内　訳

特定財源

（単位：千円） （単位：千円）

令和７年12月補正増額分（経済対策）

令和８年２月補正増額分（経済対策）

令和８年２月補正減額分（経済対策）

左の財源内訳

特定財源

課 名
令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ８ 年 度
当 初 予 算 額

備　考

農 業 政 策 課 2,212,905 2,366,002 971,672 

農 業 担 い 手
支 援 課

1,753,448 1,517,282 840,436 

協同組合指導課 201,437 189,998 188,766 

環境農業推進課 2,429,667 2,412,916 2,099,863 

農業 ｲ ﾉ ﾍ ﾞ ｰ ｼ ｮ ﾝ
推 進 課

2,472,243 1,966,456 722,503 

農産物ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
戦 略 課

259,771 522,560 232,122 

畜 産 振 興 課 1,634,587 2,889,720 1,174,269 

課 名
令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ８ 年 度
当 初 予 算 額

備　考

協同組合指導課
（農業改良資金
　助成事業）

18,578 9,457 

農 業 基 盤 課 4,445,164 3,907,939 563,987 

計 15,409,222 15,772,873 6,793,618 



部 長 (1) 理事（競馬担当） (1) 

副 部 長 (2) 

　　　　　〃　　　　　　嶺北農業改良普及所

　　　　　〃　　　　　　高知農業改良普及所

　　　　　〃　　　　　　高吾農業改良普及所

　　　　　〃　　　　　　高南農業改良普及所

農 業 技 術 セ ン タ ー

     〃　      病害虫防除所

     〃　      果樹試験場

     〃　      茶業試験場

東京駐在

大阪駐在

家 畜 保 健 衛 生 所（支所）

・中央家畜保健衛生所（田野、嶺北）

・西部家畜保健衛生所（幡多）

上段：本課職員数

下段：出先機関等職員数

農　業　振　興　部　組　織　図  
（令和７年４月１日現在）

農　業　振　興　セ　ン　タ　ー （支所）

・安芸農業振興センター（室戸）

・中央東農業振興センター

農 業 政 策 課 企 画 担 当

16 事 業 推 進 担 当 ・中央西農業振興センター

211 競 馬 対 策 室

農 業 担 い 手 支 援 課 地 域 計 画 推 進 担 当

18 新 規 就 農 支 援 担 当 ・須崎農業振興センター

27 地 域 営 農 支 援 担 当

協 同 組 合 指 導 課 金 融 担 当 ・幡多農業振興センター

14 指 導 担 当

－ 検 査 担 当

環 境 農 業 推 進 課 総 務 担 当

23 環 境 担 当

77 研 究 安 全 管 理 担 当

普 及 ・ 産 地 づ く り 担 当

技 術 経 営 担 当

労 働 力 確 保 担 当

農業イノベーション 次 世 代 園 芸 推 進 担 当

推 進 課 企 業 参 入 推 進 担 当

23 データ駆動型農業推進担当

－ Ｉ ｏ Ｐ 推 進 室

Ｉ ｏ Ｐ 推 進 担 当

産 学 官 連 携 担 当

農産物マーケティング 表 示 ・ 市 場 担 当

戦 略 課 輸 出 ・ 流 通 企 画 担 当

16 販 売 拡 大 担 当

4 ６ 次 産 業 化 担 当

畜 産 振 興 課 総 務 ・ 食 肉 セ ン タ ー 担 当

15 酪 肉 振 興 担 当

68 経 営 流 通 担 当

衛 生 環 境 担 当

農 業 基 盤 課 総 務 担 当

28 管 理 担 当

－ 防 災 担 当

調 査 計 画 担 当

整 備 事 業 担 当

農 地 調 整 担 当

(157) 

387

本課職員数には、市町村交流職員（農業政策課(1)、農業担い手支援課(2)、農業基盤課(1)）と下記の派遣等職員を含む

　　　　　　　　農業公社(農業担い手支援課（1)）、越知町（環境農業推進課(1)）、高知県農業協同組合（畜産振興課(1)）、
　　　　　　　　三原村（農業基盤課(1)）

農業大学校

農業担い手育成センター

畜 産 試 験 場

計
 ・育休等代替職員を含む。

・会計年度任用職員（旧非常勤職員）、

　短時間再任用職員は含まない。



令和８年度　当初予算の概要 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　農業振興部　　 

１　基本的な考え方 

農業を取り巻く情勢は、高齢化の進行等による農家戸数の減少や生産資材の高騰、産地

間競争の激化など、非常に厳しい状況であり、農業者が意欲とやりがいを持って農業に従

事し、次世代に引き継いでいくためには、生産基盤の強化や農家所得の向上が求められて

います。 

こうした環境の変化に対応し、魅力ある農業の実現を目指して、平成 21 年度から高知

県産業振興計画（第１期：21 年度～23 年度、第２期：24 年度～27 年度、第３期：28

年度～令和元年度、第４期：令和２年度～令和５年度、第５期：令和６年度～令和９年度）

に基づき、生産性の向上や販路の開拓、新規就農者の確保などに取り組むことによって、農

業生産を一定維持・拡大することができています。 

第５期産業振興計画では、これまでの取組成果や課題を踏まえ、農業をより強く魅力の

ある産業とするため、以下の 5 つの戦略を柱に掲げ、「地域で暮らし稼げる農業」の実現を

目指します。 

　　　（１）生産力の向上と持続可能な農業による産地の強化 

　　　（２）中山間地域の農業を支える仕組みの再構築 

　　　（３）流通・販売の支援強化 

　　　（４）多様な担い手の確保・育成 

　　　（５）農業全体をけん引する基盤整備の推進と優良農地の確保 

 

令和７年度も引き続き「地域で暮らし稼げる農業」の実現に向け、農業のデジタル化・グリ

ーン化のさらなる推進により生産性の向上と持続可能な生産方式の両立を目指すほか、人口

減少が急速に進む中、本県の農業・農村を維持していくため、若者・女性の担い手確保対策の

取組の強化を図ります。 

また、若者・女性の担い手の経営が早期に安定し、地域に定着できるよう、優良農地の確保

に向けた基盤整備を一層強化してまいります。 

あわせて、生産資材価格の高騰等により、農業者の生産意欲の減退や農家経営の圧迫が生

じていることから、さらなる生産性の向上や持続可能な生産方式への転換を推進します。 

 

２　第５期産業振興計画 ver.３の主要な取り組み 

（１）生産力の向上と持続可能な農業による産地の強化 

若者の所得向上を目指し、IoP クラウド「SAWACHI」の利用促進やデータ駆動型農業

による反収の最大化、規模拡大や法人化に取り組むとともに、花きの生産性向上や担い手



の受入れ体制の強化による若者や女性に魅力のある働く場の創出に取り組みます。夏期の

高温被害抑制につながる資機材の導入支援、技術開発による高温対策に加えて、水稲の種

子生産体制の強化や機械導入への支援等による持続可能なコメ生産の実現に向けた取り組

みを強化します。また、子牛の育成改善、稲 WCS の生産拡大と広域流通の促進による畜

産振興にも取り組みます。 

（２）中山間地域の農業を支える仕組みの再構築 

集落営農組織や農地の受け皿となる法人、農村 RMO 等、多様な農業人材の確保・育成に

より、中山間地域に適した品目の生産振興や農業の多面的機能の保持に取り組みます。 

 

（３）流通・販売の支援強化 

卸売市場等と連携し、県産農産物全体のブランド化、飲食店へのアプローチ強化等によ

り県産農畜産物のさらなる販売額向上に取り組みます。また、青果物・ユズ果汁・花き等に

ついて、海外のマーケットリサーチ、海外バイヤーの産地招へい等により輸出の強化にも

取り組みます。 

 

（４）多様な担い手の確保・育成 

法人の規模拡大にかかる施設整備や経営管理能力の向上への支援により、雇用就農の受

け皿となる経営体の育成に取り組みます。また、若者・女性の就農に向けて、参加しやすい

メタバースを活用したオンライン就農セミナーを開催するとともに、第三者継承の支援体

制の構築、中山間地域における多様な担い手となる新規就農者の確保等に取り組みます。 

 

（５）農業全体をけん引する基盤整備の推進と優良農地の確保 

令和６年度までに策定された地域計画の実行に向けた支援を行います。また、地域計画

をもとに、基盤整備により優良農地を確保し、担い手への農地集積に取り組みます。 

 

３　南海トラフ地震対策、豪雨災害対策の推進 

（１）揺れや津波、豪雨などから農村地域の住民の生命・財産を守る 

今後 30 年以内に南海トラフ地震が発生する確率は 60～90％程度とされています。ま

た、近年は台風や集中豪雨が全国各地で相次いでいます。 

地震による揺れや津波、豪雨などから農村地域の生命・財産を守るために、ため池の耐震

化や地すべり対策、農業用燃料タンクの安全対策、農地等の湛水被害に備えた農業水利施

設等の長寿命化対策といった取り組みを継続していきます。



★：新規事業　　◎：拡充事業　　再：再掲事業 （単位：千円）

◎ IoP推進事業費（IoP推進事業費） 農業イノベーション推進課 548,093
うち　IoPクラウド運用保守等委託料 農業イノベーション推進課 173,948
うち　ネクスト次世代型施設園芸農業推進事業費補助金 農業イノベーション推進課 345,557

ネクスト次世代型施設園芸農業推進事業費（ネクスト次世代型施設園芸農
業試験研究費） 環境農業推進課 34,499

◎ 園芸産地総合対策事業費 農業イノベーション推進課 31,814
競争力強化生産総合対策事業費 農業イノベーション推進課 1,099,326

うち　競争力強化生産総合対策事業費補助金 農業イノベーション推進課 313,652
うち　産地生産基盤パワーアップ事業費補助金 農業イノベーション推進課 150,232

◎ うち　園芸用ハウス整備事業費補助金 農業イノベーション推進課 400,000
うち　園芸用ハウス等リノベーション事業費補助金 農業イノベーション推進課 100,338

★ うち　園芸作物高温対策機器導入等支援事業費補助金 農業イノベーション推進課 59,142
農業参入促進事業費 農業イノベーション推進課 119,388

うち　農業企業立地促進事業費補助金 農業イノベーション推進課 105,584

持続的農業推進事業費 環境農業推進課 120,934
　うち　みどりの食料システム戦略推進交付金 環境農業推進課 27,400
　うち　有機農業推進事業費 環境農業推進課 25,615
  うち　環境負荷軽減促進事業費補助金 環境農業推進課 8,500
　うち　肥料等高騰緊急対策設備投資支援事業費補助金 環境農業推進課 38,000

普及指導活動強化促進事業費 環境農業推進課 22,766
再 ◎ 園芸産地総合対策事業費 農業イノベーション推進課 31,814
再 農業参入促進事業費 農業イノベーション推進課 119,388

うち　露地園芸有望品目導入支援事業費補助金 農業イノベーション推進課 10,000

経営所得安定対策推進事業費 農業政策課 402,412
うち　経営所得安定対策推進事業費補助金 農業政策課 82,390
うち　米需給調整総合対策事業推進費補助金 農業政策課 13,076

★ うち　水田農業機械導入支援事業費補助金 農業政策課 145,500
★ うち　新基本計画実装・農業構造転換支援事業費補助金 農業政策課 161,218

県産米高品質生産推進事業費 環境農業推進課 9,508
★ うち　種子生産者育成支援事業費補助金 環境農業推進課 3,600
★ うち　持続的種子生産総合対策事業費補助金 環境農業推進課 300

スマート農業推進事業費 環境農業推進課 52,088 
◎ うち　スマート農業推進事業費補助金 環境農業推進課 29,645

うち　農業支援サービス事業等推進事業費補助金 環境農業推進課 20,000

再 ◎ 県産米高品質生産推進事業費 環境農業推進課 9,508
再 競争力強化生産総合対策事業費 農業イノベーション推進課 1,099,326

うち　園芸用ハウス等リノベーション事業費補助金 農業イノベーション推進課 100,338
★ うち　園芸作物高温対策機器導入等支援事業費補助金 農業イノベーション推進課 59,142

家畜保健衛生事業費（獣医師確保対策事業費） 畜産振興課 18,803
家畜伝染病予防事業費 畜産振興課 55,735
家畜衛生対策事業費 畜産振興課 22,899
畜産総合対策推進事業費 畜産振興課 58,689

うち　畜産経営技術指導委託料 畜産振興課 5,278
うち　土佐和牛地消地産拡大事業委託料 畜産振興課 19,608
うち　畜産物販売拡大総合支援事業費補助金 畜産振興課 8,300

◎ うち　県産牛学校給食利用推進事業費補助金 畜産振興課 17,100
畜産生産基盤強化事業費 畜産振興課 503,692

うち　畜産競争力強化整備事業費補助金 畜産振興課 500,000
土佐和牛生産振興対策事業費 畜産振興課 154,584
酪農振興事業費 畜産振興課 5,007

うち　乳用後継牛確保対策事業費補助金 畜産振興課 1,000
うち　酪農経営安定化支援事業費補助金 畜産振興課 1,231

養豚・養鶏振興事業費 畜産振興課 24,628
うち　小規模鶏舎整備事業費補助金 畜産振興課 2,500

食肉処理施設整備推進事業費 畜産振興課 537,106
うち　四万十市新食肉センター整備事業費負担金 畜産振興課 536,397

畜産試験場管理運営費 畜産振興課 63,734
畜産業試験研究費 畜産振興課 117,329

６次産業化・地産地消推進事業費 農産物マーケティング戦略課 25,703

令和８年度  重点施策体系表

１．生産力の向上と持続可能な農業による産地の強化
（１）Next次世代型こうち新施設園芸システムの普及推進

（２）農業のグリーン化の推進

（３）園芸品目別総合支援

（４）水田農業の振興

（５）スマート農業の普及推進

（６）気候変動に適応した栽培技術の普及推進

（７）畜産の振興

（８）６次産業化の推進



★：新規事業　　◎：拡充事業　　再：再掲事業 （単位：千円）

令和８年度  重点施策体系表

地域営農支援事業費 農業担い手支援課 71,097
うち　地域営農支援事業費補助金 農業担い手支援課 17,077
うち　集落営農活性化推進事業費補助金 農業担い手支援課 48,353

中山間地域等直接支払事業費（農村RMO形成推進事業費） 農業政策課 46,043
再 地域営農支援事業費 農業担い手支援課 71,097

再 スマート農業推進事業費 環境農業推進課 52,088
◎ うち　スマート農業推進事業費補助金 環境農業推進課 29,645

うち　農業支援サービス事業等推進事業費補助金 環境農業推進課 20,000
土佐茶生産強化事業費 環境農業推進課 13,678

うち　土佐茶生産強化事業費補助金 環境農業推進課 11,333
うち　土佐茶加工用燃料高騰緊急対策給付金事務委託料 環境農業推進課 847

再 ◎ 園芸産地総合対策事業費 農業イノベーション推進課 31,814
再 農業参入促進事業費 農業イノベーション推進課 119,388

うち　露地園芸有望品目導入支援事業費補助金 農業イノベーション推進課 10,000
再 畜産生産基盤強化事業費 畜産振興課 503,692
再 土佐和牛生産振興対策事業費 畜産振興課 154,584
再 酪農振興事業費 畜産振興課 5,007
再 養豚・養鶏振興事業費 畜産振興課 24,628

園芸品販売拡大事業費 農産物マーケティング戦略課 137,282
★ うち　動画制作等委託料 農産物マーケティング戦略課 3,288
★ うち　国際園芸博覧会出展業務等委託料 農産物マーケティング戦略課 605
◎ うち　園芸品販売拡大協議会負担金 農産物マーケティング戦略課 22,635
★ うち　共同利用設備導入支援事業費補助金 農産物マーケティング戦略課 95,203
★ 競争力強化生産総合対策事業費 農産物マーケティング戦略課 175,921

野菜価格安定対策事業費 農産物マーケティング戦略課 15,139

特産農産物販売拡大事業費 農産物マーケティング戦略課 10,871
うち　県産米消費拡大事業委託料 農産物マーケティング戦略課 3,205
うち　土佐茶振興協議会負担金 農産物マーケティング戦略課 1,242
うち　販売拡大総合支援事業費補助金 農産物マーケティング戦略課 5,150

再 6次産業化・地産地消推進事業費 農産物マーケティング戦略課 25,703
再 畜産総合対策推進事業費 畜産振興課 58,689

うち　畜産物販売拡大総合支援事業費補助金 畜産振興課 8,300

再 ◎ ６次産業化・地産地消推進事業費、園芸品販売拡大事業費の一部 農産物マーケティング戦略課 10,480

農産物輸出促進事業費 農産物マーケティング戦略課 11,991
うち　農産物輸出促進事業委託料 農産物マーケティング戦略課 6,000
うち　農産物輸出促進事業費補助金 農産物マーケティング戦略課 3,000

再 ◎ 園芸品販売拡大事業費 農産物マーケティング戦略課 137,282
再 畜産総合対策推進事業費 畜産振興課 58,689

うち　畜産物販売拡大総合支援事業費（事務費） 畜産振興課 738

農業経営基盤強化促進事業費 農業担い手支援課 37,337
うち　農業経営･就農支援センター運営委託料 農業担い手支援課 11,847

★ うち　農業経営第三者承継推進事業費補助金 農業担い手支援課 3,829
新規就農総合対策事業費 農業担い手支援課 459,777

うち　新規就農総合対策事業費補助金 農業担い手支援課 26,462
うち　就農支援事業費補助金 農業担い手支援課 46,456
うち　農業キャリアアップ支援事業費補助金 農業担い手支援課 12,104
うち　農業次世代人材投資事業費補助金 農業担い手支援課 11,371
うち　新規就農者育成対策事業費補助金 農業担い手支援課 201,790
うち　新規就農者経営発展支援事業費補助金 農業担い手支援課 94,227
うち　就農サポート体制構築事業費補助金 農業担い手支援課 29,980

★ うち　中山間地域就農支援事業費補助金 農業担い手支援課 12,000
うち　新規就農促進事業委託料 農業担い手支援課 913
うち　農業人材育成強化事業委託料 農業担い手支援課 1,264

農業大学校教育推進事業費 農業担い手支援課 149,076
農業担い手育成センター研修推進事業費 農業担い手支援課 126,618

２．中山間地域の農業を支える仕組みの再構築
（１）集落営農組織の拡大と農地の受け皿となる法人の育成

（２）組織間連携の推進と地域の中核組織の育成

（３）中山間に適した農産物等の生産

３．流通・販売の支援強化
（１）「園芸王国高知」を支える市場流通のさらなる発展

（２）直接取引等多様な流通の強化

（３）関西圏における県産農畜産物の販売拡大

（４）農畜産物のさらなる輸出拡大

４．多様な担い手の確保・育成
（１）産地を支える新規就農者の確保・育成



★：新規事業　　◎：拡充事業　　再：再掲事業 （単位：千円）

令和８年度  重点施策体系表

再 新規就農総合対策事業費 農業担い手支援課 459,777
うち　新規就農総合対策事業費補助金 農業担い手支援課 26,462
うち　就農支援事業費補助金 農業担い手支援課 46,456
うち　農業キャリアアップ支援事業費補助金 農業担い手支援課 12,104
うち　就農サポート体制構築事業費補助金 農業担い手支援課 29,980

★ うち　中山間地域就農支援事業費補助金 農業担い手支援課 12,000
うち　新規就農促進事業委託料 農業担い手支援課 913
うち　農業人材育成強化事業委託料 農業担い手支援課 1,264

再 農業大学校教育推進事業費 農業担い手支援課 149,076
再 農業担い手育成センター研修推進事業費 農業担い手支援課 126,618
再 競争力強化生産総合対策事業費 農業イノベーション推進課 1,099,326

◎ うち　園芸用ハウス整備事業費補助金 農業イノベーション推進課 400,000
再 土佐和牛生産振興対策事業費（土佐和牛担い手確保対策事業費） 畜産振興課 985
再 畜産試験場管理運営費（畜産担い手育成畜舎整備費） 畜産振興課 371

農業労働力確保対策事業費 環境農業推進課
・農業担い手支援課 18,222

◎ うち　農業労働力確保対策事業費補助金 環境農業推進課 13,726

こうち農業確立総合支援事業費 農業政策課 62,302
再 ◎ 農業経営基盤強化促進事業費 農業担い手支援課 37,337
再 地域営農支援事業費 農業担い手支援課 71,097

女性活躍推進事業費 環境農業推進課
・農業担い手支援課 8,229

うち　農業就労環境整備事業費補助金 環境農業推進課 5,493
★ 農業経営者育成支援事業費 農業担い手支援課 14,223
★ うち　農業経営力向上研修等委託料 農業担い手支援課 11,042

再 ◎ 競争力強化生産総合対策事業費 農業イノベーション推進課 1,099,326
再 農業参入促進事業費 農業イノベーション推進課 119,388

経営体育成基盤整備事業費 農業基盤課 730,709
国営緊急農地再編整備事業費負担金 農業基盤課 91,929
農地耕作条件改善事業費 農業基盤課 205,605
農業委員会等対策費 農業担い手支援課 167,123
地域計画実行支援事業費 農業担い手支援課 169,335

うち　地域計画実行支援事業費補助金 農業担い手支援課 5,100
うち　農地中間管理事業費補助金 農業担い手支援課 116,356

土地改良調査費（次世代型こうち新施設園芸システム導入水源確保調査費） 農業基盤課 15,000

再 経営体育成基盤整備事業費 農業基盤課 730,709
再 国営緊急農地再編整備事業費負担金 農業基盤課 91,929
再 農地耕作条件改善事業費 農業基盤課 205,605

再 農業委員会等対策費 農業担い手支援課 167,123
再 地域計画実行支援事業費 農業担い手支援課 169,335

うち　地域計画実行支援事業費補助金 農業担い手支援課 5,100
うち　農地中間管理事業費補助金 農業担い手支援課 116,356

再 土地改良調査費（次世代型こうち新施設園芸システム導入水源確保調査費） 農業基盤課 15,000
再 経営体育成基盤整備事業費 農業基盤課 730,709
再 国営緊急農地再編整備事業費負担金 農業基盤課 91,929
再 農地耕作条件改善事業費 農業基盤課 205,605

中山間地域等直接支払事業費（中山間地域等直接支払事業費） 農業政策課 790,520
多面的機能支払交付金事業費 農業政策課 544,451

地すべり防止事業費 農業基盤課 75,250
県営ため池等整備事業費 農業基盤課 852,910
耕地自然災害防止事業費 農業基盤課 67,400
農業水路等防災減災事業費 農業基盤課 44,320

再 ◎ 競争力強化生産総合対策事業費（燃料タンク対策事業費） 農業イノベーション推進課 56,280

（２）若者・女性への就農支援の強化

（３）労働力の確保

（４）家族経営体の強化及び法人経営体の育成

５．農業全体をけん引する基盤整備の推進と優良農地の確保
（１）地域計画の着実な推進

（２）基盤整備の推進

（３）農地の確保

（４）日本型直接支払制度の推進

６．南海トラフ地震対策等の推進
（１）揺れと津波から農村地域の住民の生命・財産を守る



令和８年度　主要事業の概要  
 

１　生産力の向上と持続可能な農業による産地の強化  
 
（１）　Next次世代型こうち新施設園芸システムの普及推進 

 

これまでの「次世代型施設園芸農業」にIoT等のデジタル技術を融合し、様々な

データを活用する「Next次世代型施設園芸農業」に進化させます。本事業での技術

革新や人材育成を通じて、園芸農業の飛躍的発展、園芸関連産業群の創出・集積及

び若者の定着・増加を図ることで、地方大学と地域産業の創生につなげます。 

[IoP推進事業費] 

 

多様な園芸作物の生理・生育情報の可視化と利活用を実現する「IoP（Int

ernet of Plants）」などの最先端の研究により、これまでの「次世代型施

設園芸システム」をNext次世代型として飛躍的に進化させます。AIやIoTな

どのデジタル技術を用いた多様な園芸作物の生理・生育状況の可視化や病害

虫の発生予測の利活用を実現するIoP研究に取り組みます。 

[ネクスト次世代型施設園芸農業推進事業費 

（ネクスト次世代型施設園芸農業試験研究費）] 

 

野菜・花き・果樹の生産量を増加させるために、施設内環境制御技術など、本

県が持つ強みを活かし、園芸農業が抱える諸課題の解決を図ります。 

また、IoPクラウド「SAWACHI」を核としたデータ駆動型農業を推進し、これま

での「経験と勘に頼った農業」から「データ駆動型農業」への転換を図ります。 

果樹については、県域・広域で連携し、生産振興並びに販売促進活動を図るこ

とで、特産果樹の安定成長を目指します。 

花きについても、県域のまとまりを進め、農家の先進技術の導入や消費ニーズ

を共有することで、世界的に評価の高い県産花きの安定生産と農家の経営発展を

図ります。 

[園芸産地総合対策事業費] 

 

園芸産地の維持・強化及びNext次世代型こうち新施設園芸システムを推進

するため、農業者の経営発展や法人化の促進及び新規就農者を確保するため

に必要な次世代型ハウス等のハウス整備や遊休ハウスの改良に係る経費、既

存ハウス又は露地ほ場の設備の高度化を支援し、生産基盤の強化を図ります。 

併せて、災害に強い産地を形成するため、既存ハウスの強靱化対策を支援 

します。 

[競争力強化生産総合対策事業費] 

 

農業法人の規模拡大や企業の農業参入を進めるために、次世代型ハウスや

生産関連施設の整備、園芸用農地の確保を支援します。 

また、露地園芸品目の導入による産地形成に向けた取り組みを支援します。 

［農業参入促進事業費] 

 

 

 

 



（２）　農業のグリーン化の推進 

 

環境負荷軽減への転換を促進するため、化学合成農薬・化学肥料の使用量

低減、施設園芸の脱炭素化、有機農業を実践する生産者組織等を支援します。 

[持続的農業推進事業費] 

 

（３）　園芸品目別総合支援 

 

　　　生産技術の向上や担い手の確保・育成、農家の経営安定・発展を目指した個別 

経営指導など、各地域で抱える課題の解決を図るため、効果的な普及指導活動を行 

います。また、露地園芸品目の産地づくりに向けた機器等の導入を支援します。 

[普及指導活動強化促進事業費] 

[再園芸産地総合対策事業費] 

［再農業参入促進事業費(露地園芸有望品目導入支援事業費補助金)] 

 

（４）　水田農業の振興 
 

国が実施する経営所得安定対策等推進事業を活用して、地域の特性を活か

した品目への転換などを促進し、農業者の所得向上や農地の有効活用を図る

取り組みを推進します。 

[経営所得安定対策推進事業費] 

 

持続可能な水田農業の確立に向けた、農業機械等の導入や共同利用施設の高度

化を支援します。 

[新水田農業機械導入支援事業費] 

 

農業の構造転換の実現に向け、地域農業を支える老朽化した共同利用施設の再

編集約・合理化に取り組む産地を支援します。 

[新新基本計画実装・農業構造転換支援事業費] 

 

主食用米の高品質化や酒造好適米・酒造適性米、有機栽培米など実需者ニーズ

に対応した多様な米生産を支援するとともに、水稲有望品種の選定及び優良種子

の確保により、県産米の安定生産を図ります。 

[県産米高品質生産推進事業費] 

 

（５）　スマート農業の普及推進 

 

作物の栽培管理や防除等にスマート農業技術を活用することで、さらな 

る労働生産性の向上、高品質化、情報管理の一元化などを図り、生産現場の

スマート農業技術の普及拡大を支援します。 

[スマート農業推進事業費] 

 

（６）　気候変動に適応した栽培技術の普及推進 

 

近年の夏場の高温により一部の農作物で生じている収量や品質の低下対策とし

て、高温耐性品種の導入や栽培技術の指導の強化、新たな技術開発等に取り組み、

気候変動に適応した栽培技術の普及を推進します。 

[再県産米高品質生産推進事業費] 



[農業試験研究費（農業技術センター・果樹試験場試験研究費）] 

 

　　　生産基盤の強化やデータ駆動型農業の推進を図るため、環境制御装置等の導入

に加えて、夏期の高温被害の軽減による経営安定と産地の維持を図るため、被害

の抑制に必要な機器導入等を支援します。 

[競争力強化生産総合対策事業費（園芸用ハウスリノベーション事業費補助金、 

園芸作物高温対策機器導入等支援事業費補助金）] 

 

（７）　畜産の振興 

 

家畜防疫衛生と畜産振興を推進し、家畜保健衛生所法で定められた業務を遂行

するため、修学資金の貸与制度を継続するとともに、大学就職ガイダンスへの参

加や高校生対象のインターンシップ事業等を行い、獣医師の確保を図ります。 

[家畜保健衛生事業費（獣医師確保対策事業費）] 

 

家畜伝染病予防法に定められた伝染性疾病の検査を行い、発生予防及び畜

産農家の衛生意識の向上を図ります。特に、国内で発生が継続している豚熱

について、ワクチン接種及び抗体検査を実施することにより、養豚場での発

生予防対策を強化します。 

また、豚熱及びアジアで発生が拡大しているアフリカ豚熱について、捕獲

した野生イノシシの検査を強化することにより感染状況の予察に努め、迅速

かつ的確な防疫措置を実施します。 

[家畜伝染病予防事業費] 

 

地域で問題となっている伝染性疾病の発生予防及びまん延防止のため、的確な

衛生指導を実施することで、安全な畜産物の生産と畜産経営の安定化を図ります。 

特に、豚熱や高病原性鳥インフルエンザの発生リスクとなる野生動物について、

養豚場や養鶏場において防除対策を実施することにより、発生予防対策を強化し

ます。 

また、豚熱及びアフリカ豚熱検査の強化に伴い、捕獲した野生イノシシの血液採

取業務の委託や検査機関において必要な検査機器を整備することにより、検査の

実施体制を強化します。 

[家畜衛生対策事業費] 

 

畜産の担い手を育成し、畜産業の体質強化を図るため、先進的畜産経営体

や新規就農者等に対し、畜産環境の複雑化や技術の高度化に対応した指導を

実施します。 

また、高知県の特産畜産物や地域アクションプランに位置づけられた県産畜産

物の販路開拓や地消地産など消費拡大の取組を一体的に推進します。 

[畜産総合対策推進事業費] 

畜産物の生産基盤を維持・拡大するため、新規就農や規模拡大に要する畜

産施設等の整備を支援します。 

また、畜産業を核とした地域産業を維持・拡大するため、中心的な畜産経

営体等が実施する家畜飼養管理施設等の整備を支援します。 

さらに、飼料価格高騰の影響を受けにくい畜産への構造転換を図るため、

専門家を活用した畜産農家における労働生産性向上への取組を支援します。 

[畜産生産基盤強化事業費] 



 

土佐あかうしの優秀な種雄牛を造成するとともに、土佐あかうしの受精卵

を乳用牛に移植して生産された土佐あかうしの子牛を県が肥育農家に販売す

ることで、子牛供給の安定化を図ります。 

また、繁殖データベースを活用して、土佐和牛の繁殖成績の向上を図りま

す。 

さらに、土佐和牛増頭のため、肉用牛経営に要する資金を供給するための市町

村が行う基金の造成を支援します。 

[土佐和牛生産振興対策事業費] 

 

高能力な乳用後継牛の効率的な確保により安定的な生乳生産を図るため、

性判別凍結精液を利用する酪農家の取り組みに対して支援します。 

また、周年拘束性の高い酪農経営において、酪農家の代わりに搾乳等を行

う酪農ヘルパー組織に対して支援することで酪農ヘルパーの利用を促進し、

ゆとりある生産性の高い経営の実現及び担い手の確保を図ります。 

[酪農振興事業費] 

 

高知県の特産畜産物のうち、特に中小規模農家の多い「土佐ジロー」及び

「土佐はちきん地鶏」の生産基盤を維持・拡大するため、飼育農家が行う簡

易な鶏舎の整備や、既存鶏舎の機能高度化・省力化機械の導入を支援します。 

[養豚・養鶏振興事業費] 

 

畜産業の発展と県民への安全・安心な食肉の供給を図るため、四万十市営

食肉センターについて、高度な衛生管理ができる新たな食肉処理施設の整備

に向けた支援等を行います。 

[食肉処理施設整備推進事業費] 

 

畜産の担い手育成のため、畜産試験場内に設置した畜産担い手育成畜舎に 

おいて肉用牛飼養管理の実践研修を行い、後継者の親元就農や、新規就農希 

望者の大規模畜産施設への雇用就農等に向けた技術習得を支援します。 

[畜産試験場管理運営費] 

 

畜産農家の収益性向上を図るため、生産現場のニーズに基づく技術開発を

促進するとともに、消費者に対する安全･安心で高品質な畜産物の安定供給

とブランド化に向けた技術等を改善・開発します。 

[畜産業試験研究費] 

 

（８） ６次産業化の推進 

 

農産加工による商品づくりやその商品のブランディング、流通拡大など、 

地域資源の活用に意欲的に取り組む農業者等を支援するとともに、直販所の 

活用等による多様な流通の取組で、県産農産品・加工品の地産地消・外商 

拡大を図ります。 

[６次産業化・地産地消推進事業費] 

 

 

 



２　中山間地域の農業を支える仕組みの再構築  
 

（１）　集落営農組織の拡大と農地の受け皿となる法人の育成 
　 

地域農業を面的に支える仕組みづくりを推進するため、集落営農の組織化

や法人化を推進するとともに、地域の担い手が引き受けきれない農地の受け

皿となる法人を育成するため、先進事例の研修や収益向上、作業の効率化に

向けた取り組みのほか農業用機械等の整備など、ソフト・ハードによる支援

を行います。 

[地域営農支援事業費] 
 

（２）　組織間連携の推進と地域の中核組織の育成 

 

中山間地域等において、複数の集落の機能を補完して農用地保全活動や農業を

核とした経済活動と併せて、生活支援等地域コミュニティの維持に資する取組を

行う組織「農村RMO」の形成を推進するため、収益力向上や販売力強化等に関する

取組を支援します。 

［中山間地域等直接支払事業費（農村RMO形成推進事業費）] 

[再地域営農支援事業費] 

 

（３）　中山間に適した農産物等の生産 

 

　　　中山間地域の基幹的な農産品である土佐茶の生産振興のため、生産者と関

係団体が一体となった茶葉の品質向上や産地再編を支援します。また、中山

間地域で有望な園芸品目の導入を支援し、産地の維持活性化を図ります。 

[土佐茶生産強化事業費] 

[再スマート農業推進事業費] 

[再園芸産地総合対策事業費] 

［再農業参入促進事業費(露地園芸有望品目導入支援事業費補助金)] 

[再畜産生産基盤強化事業費] 

[再土佐和牛生産振興対策事業費] 

[再酪農振興対策事業費] 

[再養豚・養鶏振興事業費] 

 

３　流通・販売の支援強化  
 

（１）　「園芸王国高知」を支える市場流通のさらなる発展 

 

産地と卸売会社、実需者との連携を強化し、一体となった販売 PR を行い、県

産園芸品の取引を拡大するとともに、多様化する食スタイルにも対応できるよう

中食や外食、冷凍食品など業務需要に応じた販路の開拓を支援します。 

また、県産花きの販路開拓を図るため、令和９年に横浜市で開催される国際園

芸博覧会への出展に向けたブースの設営委託や、博覧会来場者の県産花きの産
地理解促進を図る動画制作及び来場を呼びかける事前告知のリーフレット
を作成します。 

[園芸品販売拡大事業費] 

 

 



　食料・農業・農村基本法の改正を踏まえ策定された、新たな「食料・農業・

農村基本計画」に基づき、農業の構造転換をしていくため、地域農業を支え

る老朽化した共同利用施設の再編集約・合理化に取り組む産地を支援します。 

[競争力強化生産総合対策事業費] 

 

生産者の経営安定と野菜の安定供給を確保するため、計画的に生産出荷される

対象野菜の市場価格が低落した際に価格補填するための資金造成を補助します。 

[野菜価格安定対策事業費] 

 

（２）　直接取引等多様な流通の強化 

 

園芸品や米、茶、畜産物、有機農産物の販売を拡大するため、ブランド力の強 

化と総合的な販売PRを支援します。 

[特産農産物販売拡大事業費] 

[再畜産総合対策推進事業費] 

 

直販所の活用等による多様な流通の取組で、県産農産品・加工品の地産地消・

外商拡大を図ります。 

[再６次産業化・地産地消推進事業費] 

 

（３）　関西圏における県産農産物の販売拡大 

 

関西圏の卸売市場等との連携強化により、県産青果物の販売拡大やマーケッ

トインの視点による業務需要に応じた販路の拡大を図ります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
[再園芸品販売拡大事業費] 

[再６次産業化・地産地消推進事業費] 

 

（４）　農畜産物のさらなる輸出拡大 

 

県産農畜産物の海外における認知度の向上や展示会出展等による需要拡大、

輸出に意欲的な産地の取り組みを支援することにより、輸出を拡大します。 

[農産物輸出促進事業費] 

[再園芸品販売拡大事業費] 

[再畜産総合対策推進事業費] 

 

４　多様な担い手の確保・育成  
 

（１）　産地を支える新規就農者の確保・育成 

 

意欲ある農業者の経営発展や法人化、農業経営の第三者継承などを支援し、

本県農業を支える力強い担い手の育成を図ります。 

[農業経営基盤強化促進事業費] 

 

高知県農業会議や高知県農業公社が実施する新規就農者の確保・育成に向

けた取り組みを支援するとともに、産地における新規就農者受入体制の整備、

就農希望者への実践研修、農業後継者や多様な担い手の就農等を総合的に支

援します。 



また、新規就農ポータルサイトやSNS、デジタルマーケティングを活用した

効果的な情報発信により、さらなる新規就農者の確保につなげます。 

[新規就農総合対策事業費] 

 

地域の農業振興に貢献できる優れた農業の担い手を育成するため、雇用就農な

どにも対応した進路別カリキュラムにより、農業に関する技術及び経営について

の実践的な教育を行います。 

[農業大学校教育推進事業費] 

 

データ駆動型農業及び経営管理等のカリキュラムの充実を図り、就農に必要な基

礎知識や栽培技術に関する研修を実施します。また、先進技術の普及等のための実

証・展示を行います。 

[農業担い手育成センター研修推進事業費] 

 

（２）　若者・女性への就農支援の強化 

　 

農業という職業や企業の魅力を知ってもらうため、若者・女性に向けて、一次産 

業の合同企業説明会を開催するほか、正規雇用の前にお試し期間を設けるトライア 

ル就農制度の実施などにより農業へのチャレンジを促します。また、意欲はあって 

も資金力が弱い若者がハウスを整備する際の負担を軽減し、新規就農を支援します。 

 [再新規就農総合対策事業費] 

 [再農業大学校教育推進事業費] 

 [再農業担い手育成センター研修推進事業費] 

[再競争力強化生産総合対策事業費（園芸用ハウス整備事業費補助金）] 

[再土佐和牛生産振興対策事業費（土佐和牛担い手確保対策事業費）] 

[再畜産試験場管理運営費（畜産担い手育成畜舎整備費）] 

 

（３）　労働力の確保 

 

地区内外の労働力の掘り起こしと効果的なマッチングや援農者の受入体制の強

化、農作業現場へのカイゼン方式の導入、農福連携の推進及び外国人材の受入れ、

農作業ヘルパー制度の仕組みづくり等に取り組み、労働力の確保と農業経営の発

展を図ります。 

[農業労働力確保対策事業費] 

 

（４）　家族経営体の強化及び法人経営体の育成 

 

地域の特性を生かした農業の確立を図るため、共同で利用する農業用機械

や集出荷施設の整備、小規模な基盤整備など、市町村が主体的に取り組む農業

生産活動等に係る農業振興施策を支援します。 

[こうち農業確立総合支援事業費] 

 

女性の活躍や社会参画、働きやすい環境づくりを推進するため､女性農業者を対

象とした研修会や交流の実施、女性グループの活動支援、男性農業者を対象とし

た女性活躍の理解促進を行うとともに、女性や若者が働きやすい環境を確保する

ための施設の改修・設備導入などを支援します。 



[女性活躍推進事業費] 

[再農業経営基盤強化促進事業費] 

[再地域営農支援事業費] 

 

また、雇用の場を創出するため、企業等による次世代型ハウスなどの設備 

投資を支援します。 

[再競争力強化生産総合対策事業費] 

［再農業参入促進事業費] 

 

最低賃金が増加する中でも他産業並みの所得を有する経営体の育成を図るため、

先進農家の事例研究や計画的な経営発展の必要性について学び、考える経営研究

会等の開催、県やＪＡなど支援機関の経営指導力を強化することで、農業者の経

営管理能力の向上を図ります。  

[★農業経営者育成支援事業費] 

 

５　農業全体をけん引する基盤整備の推進と優良農地の確保  
 

（１）　地域計画の着実な推進 

 

優良農地を確保し担い手への農地集積を促進するため、ほ場の整備工事を

実施します。 

　　　　　　　　　　　　　　　　 [経営体育成基盤整備事業費] 

 

　　　農業振興と地域の活性化、農家所得の向上を図るため、国営緊急農地再編整

備事業に対する県負担金を支出します。 

［国営緊急農地再編整備事業費負担金] 

 

農地中間管理機構による担い手への農地集積を加速化するため、既に区画が 

整備されている農地の畦畔除去等による区画拡大や農地・農業水利施設等の整 

備等を実施します。 

[農地耕作条件改善事業費] 

　　 

「農業委員会等に関する法律」や「農地法」に基づいて、市町村農業委員

会及び高知県農業会議が実施する農地利用調整などの活動を支援します。 

［農業委員会等対策費] 

 

農業者等による話し合いを踏まえ、地域農業の在り方や将来の農地利用の姿を

定めた地域計画を実現するための取組などを支援することで、担い手への農地の

集積・集約化を推進します。 
［地域計画実行支援事業費] 

 

県内外企業の農業参入などにより、大規模な施設園芸団地を展開するため

の地下水調査を行い、必要な水源を確保します。 

 [土地改良調査費（次世代型こうち新施設園芸システム導入水源確保調査費）] 

 

 



（２）　基盤整備の推進 

　　　　　　　　　　　　　　　　 [再経営体育成基盤整備事業費] 

［再国営緊急農地再編整備事業費負担金] 

[再農地耕作条件改善事業費] 

（３）  農地の確保 

［再農業委員会等対策費] 

［再地域計画実行支援事業費] 

   [再土地改良調査費（次世代型こうち新施設園芸システム導入水源確保調査費）] 

[再経営体育成基盤整備事業費] 

　　［再国営緊急農地再編整備事業費負担金] 

［再農地耕作条件改善事業費] 

 

（４）  日本型直接支払制度の推進 

 

農業生産活動等を通じ、中山間地域等における耕作放棄の発生を防止し、多面

的機能を確保するため、農業生産活動を行う農業者等に対し直接支払を実施する

とともに、制度に取り組む集落協定の維持・拡大に向けた活動を支援します。 

 　　　[中山間地域等直接支払事業費（中山間地域等直接支払事業費）] 

 

    　 農業・農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、農業者等が行う地域

資源の基礎的保全活動等を支援するとともに、農業者だけでなく地域住民等も参

画した地域資源の質的向上を図る共同活動や農業用施設の長寿命化を行う活動を

支援します。 

[多面的機能支払交付金事業費] 

 

６　南海トラフ地震対策等の推進  
 

（１）　揺れと津波から農村地域の住民の生命・財産を守る 

 

地すべり地域の農地等を保全するための対策工事を実施します。 

[地すべり防止事業費] 

 

ため池下流域の住民の安全を確保するため、老朽化したため池の整備と併せて

耐震化整備を行います。 

[県営ため池等整備事業費] 

 

土地改良施設や農地防災施設の災害防止対策等を実施します。 

[耕地自然災害防止事業費] 

 

災害被害の発生を未然に防ぐための取組及び事故の防止などリスク管理に

資する取組を実施します。 

[農業水路等防災減災事業費] 
 

農業用燃料タンクの防災・減災対策として、ヒートポンプ等の重油代替暖房機の

導入による燃料タンクの削減や、流出防止装置付き燃料タンク等の整備を支援し

ます。 

［競争力強化生産総合対策事業費（燃料タンク対策事業費）]




















































































































































































































